カイハツ　トジョウコク　カラ　ノ　リュウガクセイ　ヲ　タイショウ　ト　シタ　タイヨガタ　ショウガクキン　ノ　ゲンジョウ　ト　カダイ　コクサイ　レンゴウ　ダイガク　シヒ　リュウガクセイ　イクエイ　シキン　タイヨ　ジギョウ　ノ　チョウサ　ケッカ　カラ by オオニシ, ヨシノブ et al.
Osaka University
Title
開発途上国からの留学生を対象とした貸与型奨学金の現
状と課題 : 国際連合大学「私費留学生育英資金貸与事業
」の調査結果から
Author(s)大西, 好宣
Citation留学生教育. 10 P.37-P.45
Issue Date2005-12
Text Versionpublisher
URL http://hdl.handle.net/11094/51024
DOI
Rights
開発途上国からの留学生を対象とした貸与型奨学金の現状と課題
一国際連合大学「私費留学生育英資金貸与事業Jの調査結果から-
United Nations University Financial Assistance Programme for Students from Developing 
Countries Studying in ]apan: Its Current Situation and Challenge Based on the Survey 2004 
大西好宣(国際連合大学・留学生支援プログラム)
Yoshinobu ONISHI (Financial Assistance Programme， United Nations University) 
要 旨
我が国の留学生数の急激な増加に伴い、多くの私費哲学生が財政難に直面している。限られた資源を
有効に使うという意味では、貸与型奨学金の充実がそれを解決する有力な選択肢のひとつで、国際連合
大学が日本政府の支援を受け実施する私費留学生育英資金貸与事業 (UNU-FAP)は、まさにその犠矢と
なる事業である。本稿は、と記事業が2004年に実施した調査の結果を紹介し、貸与型奨学金の現状と課
題を論じることで、数少ない我が閣の奨学金研究に一石を投じようというものである。
調査の結果、現に資金を受けている留学生からも、非受給の留学生からも UNU-FAPは大多数から好意
的な受け止め方をされていることが判明した。ただ、一方で、は留学生への周知が不徹底で、あることや、
貸与上限額および返還期間などについて不満を持つ層が一定数存在することも明らかとなり、今後の需
要とリスクを勘案しつつより利用者ー満足度の高い仕組みへの改善が検討されるべきである。
〔キーワード:留学生、学生支援、貸与型奨学金、人材開発、途上国]
Summary 
With a rapid increase of the number of intemational students in Japan， many self.匹financedintemational stu-
dents are facing financial problems. To make the best use of the limited financial resources， some other type of 
financial aid packages should be considered and one of them is United Nations University's reimbursable funds 
for students from developing countries studying in Japan (UNU-FAP). This paper aims to discuss the current 
situation and challenges of the non包ranttype of scholarship programs by introducing the basic structure of 
UNU-FAP and the survey done by UNU欄FAP.
Although， asa result of the survey， many intemational students， both recipients and non-recipients， say that 
UNU-FAP is helpful， it also shows that many students do not know about UNU-FAP， and， therefore， much more 
e妊ortsfor information dissemination is necessal)人 Likewise，there are some who prefer greater amount of dis-
bursements， smaller amount of reimbursements， and longer duration of reimbursement period. These needs 
should be carefully reviewed， a1though， atthe same time， new risk when they reimburse should be taken into 
account. Even minor changes of the system of the program should be considered， if necessary and feasible. 
[Key words : intemational student， student aid， reimbursable funds， human resource development， developing 
countriesJ 
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1.開題の所在と本稿の目的
1.問題の所在
我が固における留学生数は、下記のグラフのように近
年急激な増え方を見せている。一方で‘、給付型を中心と
した彼らへの奨学金総額および件数はなかなかそのスピ
ードに追いつかない。このことは少なくとも次の2つの
ことを暗示している。すなわち、海外で留学を夢見る学
生たちにとって、日本という閣の魅力が年々減じつつあ
るのではないか、という危倶である。総留学生数に占め
る奨学金受給者の割合が年々減っているからだ。これに
より、入り口の部分で日本への潜在的な留学生数を抑制
次
凹. UNUぶAPの概要と類似プログラムと
の比較
N. UNU-FAPが実施した調査の概要
V.調査結果の分析
し UNU-FAPに申し込まない理由:学
生と大学職員との意識差
2. UNU-FAPの有用性に対する評価:
受給学生と非受給学生との意識差
3. UNU-FAPの仕組みに対する評価:
受給学生と非受給学生との意識差
VI.まとめ
する方向に向かう恐れがある。
次に絶対数で見た場合、奨学金を受け取れる学生数は
例年ほほ一定であるにも関わらず、受け壊れない学生の
数は年々増えている。つまり、せっかく日本への留学を
果たした学生にとっても、我が鴎が私費留学生への支援
には冷たい国だというマイナスのイメージを抱きながら
帰国することが多くなるのではないか、という危倶であ
る。これは滞在中或いは出口の部分での不満を募らせる
ことを意味する。
では、奨学金の給付を今以上に劇的に増やせば良いか
というと、それにも 2つの問題がある。ひとつは政府の
財政状態である。どの先進屈もそうであるように、我が
{留学生数の推移 (1985-2004)1 
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出所:独立行政法人日本学生支援機構 (2∞4) r留学生受入れの概況Jp.l 
グラフ l 我が閣における留学生数の変遷
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国の財政は 90年代から逼迫しており、残念ながら文教
予算や政府開発援助を増やす方向にはない。もうひとつ
の問題は留学生の家庭環境の多様化である。絶対数が拡
大するに伴い、皆学生の中にはもともと経済的に裕福な
者もおり、必ずしも給付型の奨学金を必要としない層も
増えている確率が高い。このような層にまで奨学金を給
付することの是非が、公平性の観点から遅かれ阜かれ関
われることになるだろう。
2.本稿の目的
これまで累々と述べた問題をひとまず解決する、ひと
つの有力な手立ては、従来の給付型奨学金に加えて貸与
型を選択肢のひとつに加えることであろう。これなら、
貸与型奨学金が中心の日本人学生との釣り合いも取れ
る。本稿の目的は、まさにこの種のプログラムの我が固
におけるあり方や可能性を探ることである。事例として、
2003年4月より 3年間のパイロット事業としてスタート
した国際連合大学・私費留学生育英資金貸与事業(日叩
Financial Assistance Programme for Students from 
Developing Countries Studying in Japan 以下UNU・FAP)
を取り上げ、学生や大学職員を対象としたインタビュー
およびアンケート調査の結果を紹介する。
1I.先行研究
本稿は我が間における留学生を対象とした貸与型の奨
学金を扱ったものであるが、もともとこの種の奨学金プ
開発途上国からの留学生を対象とした貸与型奨学金の現状と課題
ログラムが我が留にはほぼ皆無であったため(次項の
rUNU-FAPの概要と他プログラムとの比較Jを参照)、
留学生向けの貸与型奨学金研究という厳格な意味での先
行研究は皆無である。また、小林・演中・烏 (2002)は
日本人を対象としたものに眠っても「奨学金研究はあま
り進んでいないJと指摘する l。実際、矢野(1994、
1997) による概念的な論考はさておき、実証研究は極め
て少ない九そこで以下ではより範闘を広げ、日本人を
対象とした貸与型奨学金および留学生に対する奨学金、
援助政策に関する数少ない研究を紹介したい。
1.日本人を対象とした調査から
臼本人の大学生を対象とした貸与型奨学金で最大のも
のは、言うまでもなく日本学生支援機構 (18. 8本育英
会)の実施するプログラムである。これについては小
林・演中・島 (2∞2)による包括的な研究と藤森(1998)
による学校枠の是非を巡る研究があり、ここではまず前
者を紹介したい。
(1)設置者別および家計年収分位別奨学金受給率
小林らは 1996年度の学生生活調査に基づき、国公私
立という大学の設置者別および家計年収の5分位別 3に
奨学金の受給率を算出した。その結果が以下の表1であ
る。まず設賞者別では、医立大の学生の方が私立大の学
生よりも総じて奨学金受給率が高くなっている。奨学金
の必要度(表1以下の奨学金必要者つについても、同
様の傾向が見て取れる。
次に家計年収で見ると、設置者の別を問わず、また奨
表 1 奨学金受給率と必要度・家計所得(設置者別・所得分位別)
学生生活調査(1996年度) 大学昼間部
年収 日本育英会 8本育英会 奨学金 奨学金 家計所得
設置者別 5分位 のみ受給者 受給者 受給者 必要者 (10万円)
0.413 0.480 0.534 0.801 38.4 
2 0.304 0.317 0.337 0.662 65.9 
国立 3 0.201 0.214 0.244 0.599 83.5 
4 0.081 0.083 0.108 0.455 101.7 
5 0.026 0.026 0.040 0.356 167.7 
1 0.439 0.494 0.579 0.812 38.0 
2 0.272 0.296 0.336 0.608 66.0 
公立 3 0.197 0.210 0.261 0.571 83.6 
4 0.076 0.080 0.107 0.443 101.7 
5 0.022 0.026 0.033 0.330 167.5 
0.284 0.343 0.444 0.692 40.7 
2 0.180 0.202 0.248 0.528 66.2 
私立 3 0.140 0.154 0.193 0.456 85.2 
4 0.090 0.093 0.122 0.375 101.5 
5 0.030 0.033 0.054 0.236 178.1 
出所:小林.i気中・島 (2∞12)p.140 
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学金の種別を問わず、所得分位が低いほど受給率も必要
度も高くなっており、きれいな負の相関を見て取ること
ができる。
(2 )設置者別および大学所在地別奨学金受給率
次は大学の所在地別に見た奨学金の受給率と必要度で
ある。一般に、奨学金の必要度については物価の高い大
都市に住む学生の方が高いと考えがちである。しかし、
小林らの分析によればこの点について意外な結果となっ
ている。表2を見ると、間立も私立も京阪神地方がその
他の地方より育英会奨学金受給率が低くなっている。公
立については東京よりも高いものの、「その他J地域よ
りは低い。その分、奨学金の必要度は設置者の別を向わ
ず京阪神地方が最も高い。このことから小林らは「一般
に大都市の方が受給率が高いとはいえない。また、その
他の奨学金をあわせた奨学金受給率や奨学金の必要性も
大都市の方が高いとはいいきれないJと結論づける。
( 3 )旧・日本育英会奨学金の課題:いわゆる学校枠の
問題
|日・日本育英会奨学金では、 1)予約(高校の頃から
の利用者で、大学進学時に予約できるもの)、 2)第一
種(無利子)、 3)第二種(有利子)の三種の採用方法
がある。開会の資料「調査時報(各号)Jでは、今まで
奨学生の採用にあたって国公私立問における有利・不利
は殆どないとされている。しかし、総務庁(1995)の報
告では問会の奨学生採用方法は国立大の学生にやや有利
であるという。加えて、藤森(1998)の分析では、第二
種については「ほほ公正な配分がなされているものの、
『第一種』に関しては菌公立大生に有利な配分がなされ
ている可能性がうかがえるJとし、その原因をいわゆる
学校枠の存在に求めている。
2.留学生を対象とした欝査から
東京工業大学の留学生(大学院生)を対象とした槌回
(2004)らの調査は、(貸与型ではないものの)奨学金と
して受け取る金額の多寡による留学生の満足度について
興味深い示唆を与えてくれる。
表3の中で、度数の低い外国政府派遣留学生(度数6)
とAIEJ等奨学金を受給する私費留学生(同3)を除い
た3つの項目でシェフイ一法による多重比較を行った結
果、共に留学生の生活満足度には有意な差が見られなか
ったという。一般的に、奨学金の額では国費>民間であ
るので、この結果は奨学金の額の多寡が留学生満足産に
必ずしも影響しないと理解してよい。
では一体、どのような経済的支援が留学生の満足度を
高めるのであろうか。この点について、同じ槌回らの調
査がひとつの回答を出している。すなわち、上記と同じ
表2 奨学金受給率と必要度・家計所得(設賞者別・大学所在地別)
学生生活調査(1996年度) 大学昼間部
大学 日本育英会 日本育英会 奨学金 奨学金 家計所得
設霞者別 所在地 のみ受給者 受給者 受給者 必要者 (10万円)
東京 0.235 0.246 0.268 0.559 104.2 
国立 尽阪神 0.198 0.238 0.285 0.635 92.1 
その他 0.226 0.247 0.276 0.595 83.2 
東京 0.168 0.182 0.204 0.533 93.4 
公立 .li¥阪神 0.221 0.246 0.278 0.588 87.0 
その他 0.222 0.242 0.296 0.572 83.9 
東尽 0.143 0.168 0.215 0.448 106.1 
私立 京阪神 0.117 0.138 0.182 0.459 98.0 
その他 0.132 0.144 0.184 0.418 99.2 
出所:小林.i索中・島 (2∞2)p.141 
表3 奨学金受給の種類と満足度
奨学金の種類 満足度平均伎 度数 標準偏差
l 図書者留学生(文部科学省) 73.46 138 18.068 
2 外留政府派遣留学生 75.83 6 31.212 
3 私費留学生 (AIEJ，JICA奨学金給付宥) 70.00 3 20.∞o 
4 私費留学生(民間奨学金有) 76.20 54 13.832 
5 私費留学生(民間奨学金給付無) 71.07 42 16.023 
合計 73.67 243 17.221 一出所:槌図・林・霊安瀬 (2∞4)p.98 
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表4 学習奨励費の有無による満足度評点
留学生を対象に学習奨励費の有無による満足度の違いを
調べたところ、 1%水準の t検定で有意な差が見られた
という。このことは、文部科学省による国費奨学金の約
4割の額に過ぎない l年更新の学習奨励費であっても、
受け取った留学生の満足度が高いということを示唆す
る。因みに、闇費奨学金の支給月額は大学院生 175，000
円、学部生135，000円であるのに対して、学習奨励費は
大学院生 73，000円、学部生52，000円である。槌回らは
その原因を同奨励費の、1)手続きの簡便さ、 2)支給
に対する公平感、の2点に求めており、調査の結論とし
て「奨学金の多寡が留学生施策上大きな問題ではないこ
とを示しているjと述べる。
孤. UNU-FAPの概要と類似プログラムと
の比較
UNU-FAPは日本政府(外務省)および、有償資金協
力という観点から留捺協力銀行が出資する資金により、
日本圏内の大学(協力大学と呼ぶ)を通じて、開発途上
国からの私費留学生が日本で勉強するために必要な資金
を貸与する制度である。上述のように開発途上国の人材
育成に寄与することがその日的で、貸与上限額は4年制
課程で40万円、 3年制課程で30万円、 2年制課程で 15
万円。いずれも 2か月から 6か月の返還据え置き期間後
に毎月 1万円ずつを卒業までに返還する仕組みである。
また、有償資金協力という事業の形態から、本事業で
は返還に関する特殊な設計がなされている。すなわち、
受給学生はまず所属大学に対して毎月 l万円を返還し、
所属大学(協力大学)はそれを人数分とりまとめて
UNUに返還、さらにUNUは各大学分をまとめて臨際協
u ひ"・うが〈ぜい
私繁留学生
LJ{'{ だもがく だいが〈、ん
所属する大学・大学院
そっr，令 L.も勺aう へん@ん
卒業・終了までに返遼
イ直之=3.311388 EI由度=58.13787n=243 
力銀行に返還するという 3段階の過程(関 1参照)で、
万が一学生が返還を怠った場合でも、各所属大学(協力
大学)はUNUへの返還義務を負う(但し事務経費によ
るリスクヘッジ有り)という構留である。実際には、社
会的な存在である各個別の大学法人が、 UNUへの退還
を怠る危険性はゼロに近く(実際、 2005年6月末現在ま
でゼロである)、勢い返還について鍵となるのは留学生
から各大学への部分となる。 UNU-FAPでは、 3か月以
上の遅延を深刻な遅滞と見倣し、この数字 (3MORと
呼ぶ)が返還に関する最も重要な指標のひとつとなって
いる。
日本入学生を対象とした!日・日本育英会のプログラム
は、あくまでも卒業後の返還を前提としているために
UNU-FAPとは貸与限度額や貸与期間に大きな違いがあ
る。また、前項の先行研究で育英会プログラムの問題点
とされたいわゆる学校枠は、 UNU-FAPでは今のところ
設定していない。同時に、設置者間・大学所在地別の差
異という点についても UNU-FAPでは協力大学の参加を
募る時点で一切選択・考慮していなしゾ。
留学生を対象とした資金貸与プログラムには旧・内外
学生センター(現・日本国際教育支援協会)が実施して
きたものがあるが、貸与上眼額は一般的な場合10万円、
特5JIJな理由のある場合は20万円となっており、あくま
でも緊急、融資的な性格のもので奨学金という位置付けで
はない。 UNU-FAPにはその目的から、途上国 (OECD
のDAC1リスト)出身者という対象規定があるが、!日・
内外学生センターの実施してきた融資プログラムには、
国籍による条項はなく、よって途上菌支援という目的は
極めて薄い。また、これまでは民間等の寄附にその財源
を頼ってきたため、資金を柔軟に運用できるという長所
こ'"れんごうだいが〈
国際i星合大学
出所: 国際連合大学 (2∞4) r私授留学生育英資金貸与事業」パンフレット
図1 資金の流れ
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表5 UNU-FAPと日本国際教育支援協会フ。ログラムとの比較
UNU-FAP 日本国際教育支援協会
留学生
対象 途上国出身の留学生
(国籍に拘らない)
新規年間受給者数 153名 (2∞4実綴) 毎年120名程度7
資金の性格 貸与~奨学金 緊急融資、短期貸付
資金の出所 外務省 文部科学省
国際協力銀行 民間等の寄附
所属大学による限定 参加協力大学のみ 限定なし
地域による限定 全国 事務所のない地域あり
通常 10万円、特別の理由があ
貸与上限額 40万円(学部 l年生)
る場合20万円
返還期間 議長ほほ4年 10か月
返還のタイミング 在学中に返還終了 在学中に返還終了
返還金額 毎月 1万円 月2万円を上限に l万円単位
連帯保証人 不安
婆
(日本人の保証人)
利息、 無し 無し
広報・周知活動 綴極的に行っている 務綴的には行わず
を持つ一方で、年間の財政状態が安定しないという欠点
も併せ持つ 6。以下の表5は両者を比較したものである。
その他、留学生向けの緊急融資制度としては、大販市
などの自治体や地方の国際交流団体が実施するものがあ
るが、プログラムの内容はほぼ旧・内外学生センターの
実施してきたプログラムに準じるものと考えてよい。ま
た、神戸大や一橋大など各個別の大学が非公式に近い形
で有する、留学生支援のための融資プログラムがあるも
のの、毎年の主な財源を教職員の有志による寄11ftに依存
していることから、年を通しての財政が安定しないとい
う欠点を持つのは!日・内外学生センターや地方自治体の
ものと向様である九
U‘ UNU幽 FAPが実施した調査の概要
2005年3月末現在、 UNU-FAPの協力大学は 19校、
貸与学生数は244名に上る O このうち、心配された学生
からの返還については、上記3MORの数値は 2 (名)
に留まっている 9。また、当該事業は 3年間の時限付き
ノfイロットプログラム(4年目以降の継続可能性有り)
であるという性格から、その半分の期間である 1年半を
終えたところで、顧客(協力大学職員および受給学生)
の意向をインタビ、ユーおよびアンケートという形式で聴
取することになった。以下がその概要である。
(1)目的:事業実施後 l年半を経た時点における改養
点や要望などを広く聴取し、ひいては今後
の事業運営に役立てること
( 2 )期間:2004年 7月一12月
( 3 )対象:協力大学15校、及びほほ同数の非・協力大
学に在籍する留学生及び職員
(習学生は計約250名、大学職員は各校1-3名)
( 4 )調査方法:アンケート及びインタビュー
V.調査結果の分析
1. UNU平APに申し込まない理由:学生と大学戦
員との意識差
複数の大学で、非受給学生と職員の双方にUNU-FAP
に申し込まない理由をインタピュー形式で尋ねた。その
際、学生には f何故UNU-FAPに応募しないのか」、大
学職員に対しては「学生は何故申し込まないと思うか」
という質問をした。その結来を下記の表6にまとめる。
ここで注告すべきは、 f貸与だから」と一方的にまE否感
を示す学生は実際のところ 4名に過ぎないという点であ
ろう。このことは、多くの大学職員が「留学生は給付型
奨学金に慣れており、貸与型には関心を示さないjと考
表6 UNU-FAPに申し込まない理由:学生と職員の意識比較
理由 学生 職員
資金を必姿としないから 11 5 
知らなかったから 8 
返済が難しいから 2 3 
貸与だから 4 
その{也 。
ぷEヨ込Zロr 26 21 
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えているのとは認識の上で鳴らかに差があった。サンプ
ル数は少ないものの、学生の反応、は少なくとも貸与型奨
学金事業を杏定する結果とは捉えられない。
上記表 6で気になる点がもうひとつある。「知らなか
ったから jと回答した学生が26名中8名と比較的多く
存在することである。職員でそう回答した人の数がゼロ
というのも伺様に気になるところである。そこでこの点
について、同じく非受給学生に対象を絞り、より大きな
サンプル数を得るためアンケート調査で確認してみたと
ころ、以下のような結果となった。
表7UNU-FAPの認知度
?????????
?
??? ? ?? ?ー ? ? ?
? ?
?
?
? ? ?
???? ?? ?
※ NR(CU)は協力大学の非受給学生を、 NR(non-CUH;j: ~I，・協力大学の
非受給さt!Eを表す
表?においてi非・協力大学の学生がUNU-FAPを
「知らなLミ!と答えたのは自然に領けるところであるが、
UNU-FAPが導入されている協力大学においても 7名中
44名と過半数が知らないと答えたことは、留学生の簡で
情報がまだ十分に行き渡っていないことを示している。
このような事実は、 UNU-FAPが実施されてまだ1年半
時点での部査であることを割り引くとしても、今後の広
報活動の重要性を示唆しており、改善が待たれるところ
である。
2. UNU-FAPの有用性に対する評価:受給学生と
非受給学生との意識差
次に UNU司FAPが役に立っかどうかについて、実際に
資金を受給している学生とそうでない学生との意見を比
べてみた。アンケートの結果(下記の表8参照)、 243名
中207名、率にしてお%の学生がUNU・FAPの有用性
を認めている。この傾向に受給学生・非受給学生の差は
あるのだろうか。つまり、 UNU-FAPに申し込んでいる、
申し込んでいないに関わらず、とりあえず資金の有用性
については学生の間で一致を見ていると考えてよいの
か。二項分布の正規近似法により過誤率 5%で検定して
表8UNU-FAPの有用性
FR NR 言十
役に立つ 99 108 207 
i5主に立たない 4 14 18 
オコからない 9 9 18 
112 131 243 
(FR=受給f手段、 NRニ ~I'受給学生)
開発途上国からの留学生を対象とした貸与裂奨学金の現状と課題
みたところ、戸=0.19> 0.05となり、帰無仮説(両者に
差はない)は棄却されなかった。よって、両者の傾向が
違うと考える理由はない。
3. UNU不APの仕組みに対する評価:受給学生と
非受給学生との意識差
次に、 UNU-FAPの仕組みについて、学生の満足度を
表9にまとめる。まず、現在の貸与上限額については、
187名中 163名が貸し付けの設定上限額を適当なものだ
と考えている。上限額自体は在籍月数が最高となる学部
l年生の入学時点でも 40万円に過ぎず、卒業までに必
要な経費を賄うには遠く及ばない額である。それでも、
全体として見れば87.1%もの留学生がこれを適当と考え
ている事実は、上記Eの先行研究の項でも紹介したよう
に、受給金額の多寡は問題ではないという東工大での調
査結果とも符合する。
しかしながら同時に、「適当jと答えた場合と「不適
当Jと答えた場合の両方を過誤率 5%で検定したところ、
両者ともp= 0.01 < 0.05となり、受給学生と非受給学
生との間には有意な意識差が見られる。つまり、非受給
学生は受給学生よりもっと高い金額をと望む傾向が強
い、ということも一方では確かなのである。
表9 貸与上限額に対する満足度
適当
不適当
討
次に、月々の返済額が1万円であることの妥当性につ
いて尋ねてみた。全体としては 75%の学生に支持され
た。しかし、上記と同じ方法で検定してみたところ、戸
は無視出来るほど小さな値となり、 l万丹が適当と考え
ている学生の比率には受給学生と非受給学生の間で統計
上有意な差があることがわかった。下記の表 10からも
わかるように、これには「頑張れば何とかなるJと答え
た学生の割合の差が大きく影響している。つまり、非受
給学生は受給学生よりも心理的に I万円を少し高い金額
と考え、返済がより函難と考える傾向が強い、と推測さ
れる。
表 10 月々の返済額1万円に対する満足度
FR NR 計
適当 100 84 184 
頑張れば何とかなる 13 41 54 
不i盛当 5 6 
わからない O 
114 131 245 
」
- 43-
因みに、 2005年 5月23日時点での最新データによる
と、 UNU-FAPを受給している留学生 252名の月当たり
平均収入額は 95，295円、荷支出額は 74，047円 (UNU蜘
FAPへの返還額l万円を含む)である。従って、平均的
な受給学生なら月 3万円程度の返還が数字上は可能とい
うことになる。
表 1に、返還期間の長さ(卒業まで)に対する満足
度の結果をまとめる。返還期間が卒業までであることに
ついても向じ方法で検定してみたところ、同じくpは無
提出来るほど小さな僚となり、両者には統計的に有意な
差が見られた。全体としては 245名中、 187名もの学生
が送還期間は適当と考えているものの、受給者では 114
名中 7名のみが返還期間(の長さ)が不適当と答えてい
るのに対し、非受給者では 131名中 24名にもよってい
る。これらの学生の多くは卒業後に退還を希望している
ものと推測され、割合としては 2割以下と低いものの、
返還期間に不満を表明する学生が一定数いることがはっ
きりした。
表 11 返還期間の長さ(卒業まで)に対する満足度
FR NR 言十
i産主 102 85 187 
不適当 7 24 31 
わからない 4 13 17 
n.a. 9 10 
計 114 131 245 
N.まとめ
上記の結果より判断すると、今後の貸与裂奨学金の可
能性について以下のようなことが言えよう。
1.貸与だからと関心を示さない学生も確かに一定数存
在するものの、現在のところ全体としては大多数の
留学生が rUNU-FAPは役に立つJr貸与上限額、月
の返還額、返還期間ともに適当jと回答しており、
総じてUNU-FAPは受給者にも非受給者にも魅力的
な奨学金として捉えられるだろう。
2.非受給者の中には情報が行き渡っていないばかりに
申し込みの機会を失っている者が少なからず存在す
る。この結果は、留学生へのより一層の広報努力が
今後必要とされていることを示すものである。
3.今後の課題として、 UNU-FAPに対して否定的な見
方をした留学生の要望をどの程度まで取り入れるの
か、という問題がある。例えば、貸与の上限額を引
き上げたり、卒業後に返還できる仕組みを作って新
たに受給者を増やしたとしても、一方では返還リス
クが高まる恐れがある O 貸与型という基本線は崩さ
ないにしても、仕組みを少し変更するなどで対処で
きるものかどうか。この点が今後の検討課題であ
る。
付記本稿は著者側人の意見であり、国捺連合大学とし
てのそれを代表するものではない。
注
I 小林他はその原因として次の6つを挙げている。すなわち、
1 )臼本では奨学金の配分基準についての議論が殆とな行わ
れなかったこと、 2)問時に、育英か奨学かという問題が
議論されてこなかったこと、 3)我が!認における奨学金は
殆ど貸与制であったため、給付かローンかという問題がな
かったこと、 4)進学以前に奨学金支給が決定されること
が少ないため、奨学金の効果i限定について関心がなかった
こと、 5)政策志向の強い研究に対する学界の拒否反応が
あったこと、 6)分析技術が立ち後れたこと、の6つであ
る。
2 小林 (2002) らによれば、銭(1989)のものが唯一の成果
とされる。
3 5分伎の皮切り点は{学生生活調資jの基準による。
4 奨学金を希望するが申請しなかったJ学生や f申請した
が却下されたj学生、および「奨学金を現に受給しているj
学生を足したもので、小林 (2002)の定義による。
5 実態として 2004年度末待点における協力大学の多くが私立
大学である事実は、卒業の開始 (2003年4月)と閲立大学
法人化 (2004年4月)とのタイムラグから生じたものであ
る。
6 毎年きちんと学生にサービスが提供できている、という意
i床では安定的。但し、年度末に資金がE去をだ〈いたり、資金
が足りなくなって年度当初と同じ基準では学生を選べなか
ったり、不~の事故や家族の不幸など突発事には対処でき
なかったり、という意味では不安定で、本文はその意味で
「財紋状態が安定しないJと指摘している。
7 日本国際教育支援協会職員へのインタビューによる。
8 いずれも当該部署・担当官からの実際のヒアリングによる。
9 表 5で紹介した日本局際教育支援協会はデータを公開して
いないため、どの程度の延滞率になっているか正確には不
明である。
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